
大垣市見取町２丁目９番１外

低層住宅地

一般住宅のほかにア
パート等も見られる
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 40 50 70 低層住宅地

-

１住居(60,200)
都市機能誘導区域

物価高騰や金利動向等の先行きに懸念はあるものの、駅徒歩圏
や利便性の高い地域の住宅地需要は比較的安定し、二極化、選
別化が進行。

既成の住宅地域であるが、大垣駅及び商業施設にも近く、利便
性が優ることから、需要は堅調である。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は中規模一般住宅を中心とした住宅地域である。当地域は賃貸需要も見込めるが標準地は画地面積が小さいこと
から収益建物想定に合理性を欠くため収益還元法を非適用とした。一方、比準価格は、基準地周辺の住宅地の事例より求
め、実証性を有する。よって、比準価格を採用し、代表標準地との検討も踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は、ＪＲ大垣駅北口方面の利便性が優る既成住宅地域であり、既存建物の取壊しによる売地・戸建分譲が断続的
に見られ、土地需要は、堅調に推移している。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 76,600円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

77,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

-7.2

-4.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅北西
1.1km

大垣
1.1km

(8)

西7m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
都市機能誘導区域

特にない 基準方位北、７ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道、
ガス、
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

183

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

77,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

68,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.5％ ％

88.2 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 6月 27日 正常価格

令和 7年 7月 11日令和 7年 7月 1日

14,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 77,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

61,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、大垣市全域の住宅地域であり、特に価格牽連性が認められるのは、中心市街地の住宅地域である。需要者
の中心は、３０才代から４０才代のサラリーマン等の個人層である。大型商業施設、大規模住宅団地に近接しており、大
垣駅まで、徒歩圏内と住宅地としてのポテンシャルは高く、利便性が良好な地域であり、需要も多い。需要の中心となる
価格帯は土地のみで１０００万～２０００万円程度、新築戸建住宅で２５００万～４０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　丸山事務所

丸山　正樹



大垣市緑園７１番４

低層住宅地

一般住宅、アパート
等が混在する住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 50 100 50 低層住宅地

-

準工(60,200)
都市機能誘導区域

人口は微減、高齢化は緩やかに進行。土地取引件数は概ね横ばい、
住宅着工数は物価高等から減少傾向。住宅市場は東部及び北部が
堅調。

周辺で戸建住宅の建築がみられる程度で、概ね安定的に推移して
いる。

個別的要因に変動はない。

近隣地域周辺では利便性や居住性を指向する自用目的の取引が大半であり、比準価格はこれらの実態を反映して指標性が認
められる。一方、対象基準地は手狭で十分な収益性が見込めないため、収益還元法は適用しなかった。本件では実証性を有
する比準価格を標準にして、代表標準地との秤量的な検討も行った上で、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｓ３

近隣地域周辺は概ね良好な住環境を維持しているが、宅地開発が低調なため住宅地としての熟成が進まない。今後も当分の
間は同様に安定的に推移してゆくものと思料する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 71,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

71,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-2.3

-3.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅南東
1.9km

大垣
1.9km

(8)

北6m市道

準工
(60,200)

（その他）　　　　
都市機能誘導区域

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

237

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

71,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

68,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

94.8 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 6月 23日 正常価格

令和 7年 7月 10日令和 7年 7月 1日

17,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 71,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

57,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は当市の市街地周辺部に所在する住宅地域と思料する。主な需要者は市内居住の１次取得者で、市外からの転入
者や一部の買い替え需要も見込まれる。近隣地域周辺は生活の利便性や居住環境が概ね良好であるが、素地の供給が限られ
るため民間の宅地開発は低調である。近年はＷｅｂサイト上に多くの物件情報が出回り、ユーザーの選択肢は広がっている。
取引の中心価格帯は土地（６０坪）で１４百万円前後、建売分譲で２８～３５百万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

2 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社中園不動産鑑定所

中園　真一



大垣市青柳町２丁目８５番２

低層住宅地

一般住宅が多く見ら
れる住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 80 100 80 低層住宅地

-

１中専(60,200)
居住誘導区域

大垣市の人口は減少傾向にあり、全般的な土地需要はやや弱いが、
大垣駅周辺の利便性の高い地域では、土地需要は堅調に推移して
いる。

宅地開発が緩やかに進行しつつある。

個別的要因に変動はない。

当地域は、居住の快適性を重視した自用目的の取引が多い住宅地域であり、比準価格の試算では、基準地と類似の取引事例
を収集・選択していることから、資料の信頼性は高い。なお、収益想定に合理性が認められないため、収益価格を求めるこ
とはできなかった。よって、市場の実勢を反映した比準価格を標準に、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の
とおり決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

継続した需要が認められることから、住宅地域として緩やかに熟成度を増していくと考えられるが、地域要因は概ね静態的
であり、地価はやや弱含みで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 47,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

47,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.1

+0.9

-2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅南西方
4km

大垣
4km

(8)

北6m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域内

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

206

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0 ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

47,400 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

45,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.8％ ％

94.8 ］

99.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 6月 20日 正常価格

令和 7年 7月 10日令和 7年 7月 1日

9,760,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 47,400 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

38,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、大垣市中心部及びその外延部の住宅地域である。需要者の中心は、３０歳代後半以上の当市居住者を主体と
する一次取得者である。市の中心部からはやや離れることから、地価水準が比較的低いことに着目した需要者が多い。取引
件数は多くはないが、農地の宅地化等による分譲が継続して見られ、着実な需要がある。土地価格は８００万円～１２００
万円程度、新築戸建分譲は２０００～２７００万円程度が需要の中心になっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

3 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

オオタカンテイ

太田　洋一



大垣市宿地町字稲荷前１０５５番２

低層住宅地

一般住宅を中心に、
アパートも見られる
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 50 30 低層住宅地

-

１住居(60,184)
居住誘導区域

大垣市の人口は微減、高齢化率は上昇傾向にある。建築費高騰の
影響から住宅着工戸数はやや減少傾向にある。

地域南方の未利用地に大型食品スーパーとホームセンターが出店
した。

個別的要因に変動はない。

比準価格は大垣駅北側の事例を採用しており、市場の実態を反映した実証的な価格である。収益価格は収益性の観点から求
めた論理的な価格であるが、当該地域の賃貸需要が弱く、建設費の高止まりの影響もあり低位に求められたため参考に停ま
る。本件では、実証的な比準価格を採用し、代表標準地との検討を踏まえ、更に単価と総額との関連にも留意の上、鑑定評
価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

地域南方の未利用地に大型食品スーパーとホームセンターが出店し、利便性の向上から宅地化が進むと予測される。周辺で
の土地需要は底堅く、地価も安定的に推移している。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 64,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

64,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.3

-3.8

+7.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅北西方
1.8km

大垣
1.8km

(8)

北4.6m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域
(60,184)

特にない 基準方位北、４．
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

297

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

64,000 円／㎡

20,900 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

68,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

106.3 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 6月 21日 正常価格

令和 7年 7月 10日令和 7年 7月 1日

19,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 64,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

51,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね大垣市北部の住宅地域である。主な需要者は、市内通勤の一次取得者であるが周辺市町からの転入者も想
定される。近隣地域は居住環境と交通利便性が比較的良好な住宅地域であり、需要は安定している。取引の中心となる価格
帯は、土地は２５０㎡で１５００万円程度、新築戸建物件で３０００万円～３５００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

4 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

西濃不動産鑑定合同会社

杉山　淳



大垣市稲葉東２丁目５７番

低層住宅地

一般住宅が建ち並ぶ
郊外の住宅地域（稲
葉団地）

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 150 100 低層住宅地

-

１低専(50,80)

大垣市は人口減少及び高齢化率上昇等により特に郊外での宅地需
要は弱含みで、物価高の家計への影響も受けている。

熟成した住宅団地であることから地域要因に特段の変動は認めら
れない。

個別的要因に変動はない。

当該地域では住宅の賃貸市場が未成熟で、不動産の賃貸を想定する収益還元法の適用は見送った。近隣地域における不動産
市場では、居住の快適性及び利便性を重視する住宅地域であるため自用目的の取引が中心となり実際の取引価格を指標とし
て不動産取引の意思が決定される。本件では現実の取引事例に基づいて市場性を反映し客観性のある比準価格を中心とし、
代表標準地との検討を踏まえ、単価と総額との関連性に留意して、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

大垣市郊外の熟成した戸建住宅地で大きな変動は見込まれない。需給も特段の変動はなく、地価は当面下落傾向が継続する
と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 33,400円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

33,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.1

-1.3

+39.0

+3.1

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

垂井駅東方
2.8km

垂井
2.8km

(8)

北6m市道

１低専
(50,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

278

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0 ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 200 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

33,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

45,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.6％ ％

135.6 ］

99.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 6月 24日 正常価格

令和 7年 7月 10日令和 7年 7月 1日

9,230,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 33,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

27,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市北西部郊外及び垂井町東部に所在する戸建住宅地域である。主な需要者は大垣市及び垂井町に地縁性を
有する住宅の一次取得者層である。近隣地域は住環境の比較的良好な戸建住宅地域であるが、大垣市中心市街地から距離が
あり交通利便性がやや劣るため需要は弱含みである。市場における中心価格帯は、土地は規模約２６０㎡程度で９００万円
前後、新築建売物件は２，３００万～２，５００万円程度が中心となると考えられる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

5 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

不動産鑑定藤田事務所合同会社

藤田　光一



大垣市牧野町３丁目１０９番

低層住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ郊外の住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 150 0 100 低層住宅地

-

２住居(60,200)
居住誘導区域内

大垣市の総人口は県平均値と比べて緩やかながら減少傾向が続く。
市内の土地取引件数は比較的安定している。

成熟した住宅地域で、地域要因に大きな変動は認められず、安定
的に推移している。

個別的要因に変動はない。

当該基準地の規模では経済合理性のある収益価格を求めることは困難と判断し、収益還元法は非適用とした。当該地域は快
適性を重視する住宅地域で、市場では戸建住宅用地など自己使用目的での取引が大部分である。よって、市場の実態を反映
した比準価格を採用し、代表標準地との比較検討も踏まえて鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は郊外の成熟した住宅地域で、将来的にも大きな変動はないものと思われる。周辺での土地需要は減退傾向にあっ
て、当面の地価は弱含み基調で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 39,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

38,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+6.3

+65.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅北西方
5.2km

大垣
5.2km

(8)

北6m市道

２住居
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域内

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

163

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 160  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

39,400 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

68,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.0％ ％

175.4 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 6月 23日 正常価格

令和 7年 7月 11日令和 7年 7月 1日

6,420,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 39,400 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

32,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は市内北西部の住宅地域を含む一帯である。需要者は、周辺地域に地縁のある個人が中心である。周辺は一般住
宅を中心とした住宅地域を形成しているが、交通利便性の劣る郊外エリアにあり、土地需要は減退傾向が続いている。取引
の中心価格帯は、土地のみで６００万～８００万円程度、新築戸建住宅で２５００万円前後と把握する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

6 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

東和コンサルタント株式会社

廣瀬　啓司



大垣市菅野３丁目１３番２

低層住宅地

中規模一般住宅のほ
かにアパート、農地
等も見られる住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 70 100 100 低層住宅地

-

１中専(60,200)
居住誘導区域

大垣市の人口は減少傾向で高齢化率は上昇している。中心市街地
の宅地需要は堅調であるものの、郊外の価格水準は弱含みである。

熟成した低層住宅団地であり、地域要因に大きな変動は見受けら
れない。

個別的要因に変動はない。

近隣地域では賃貸市場が未成熟であるため不動産賃貸を想定する収益還元法の適用は妥当でないため適用しなかった。また
近隣地域周辺では戸建住宅等自己利用を目的とする取引が中心となっており、市場参加者は取引価格水準を指標として価格
等の取引意思を決定する傾向があるため、比準価格の説得力が高い。本件では市場性を反映し客観的で精度の高い比準価格
を採用し、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

大垣市北西部郊外の住宅地域で当面は変動要因はなく現状を維持すると考えられる。大垣市の中心市街地から離れ利便性が
やや劣る地域であることから、地価水準は下落傾向が継続すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 41,200円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

40,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.1

-4.3

+20.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅北西方
4km

大垣
4km

(8)

北6m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

322

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0 ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 300 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

40,700 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

45,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.2％ ％

110.1 ］

99.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 6月 24日 正常価格

令和 7年 7月 10日令和 7年 7月 1日

13,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 40,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

33,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市北西部郊外に所在する戸建住宅地域である。主な需要者層は大垣市に地縁性を有する住宅の一次取得者
層である。近隣地域は住環境は良好であるが大垣市中心市街地からの距離があり利便性が劣るため、需要は弱含みの状態が
継続している。中心となる価格帯は、土地では約２００㎡程度で約８００万円程度、新築建売住宅では２，５００万円前後
が中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

7 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

不動産鑑定藤田事務所合同会社

藤田　光一



大垣市禾森町５丁目７０番２

低層住宅地

中規模一般住宅の中
に倉庫等が混在する
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 50 50 60 低層住宅地

-

１住居(60,200)
居住誘導区域

大垣市の人口減少率は県平均よりも低い。高齢化率は県全体より
低いが上昇傾向にある。令和６年の土地取引件数は前年並みであ
った。

特段の地域要因の変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

本件では比準価格のみを得た。比準価格は実際に生起する取引を基に算出されており、実証性に優れる。また、当地域及び
周辺地域において賃貸物件は見受けられるものの、取引は自己利用目的で行われており、市場の特性に最も適合した手法は
市場の実勢を表す取引事例比較法である。比準に際しては代替性の高い事例を採用し、説得力のある価格が得られた。よっ
て本件では比準価格を採用し、代表標準地との規準価格も踏まえ、鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
ＲＣ３

当地域は熟成した住宅地域であり、地域人口は減少傾向にある。地価については弱含みで推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 69,200円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

68,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+2.0

-3.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅南方
2.4km

大垣
2.4km

(8)

北6m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

281

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

69,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

68,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.3％ ％

98.9 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 7月 3日 正常価格

令和 7年 7月 10日令和 7年 7月 1日

19,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 69,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

56,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市全域の住宅地域のうち同価格帯の地域であり、特に市南部の住宅地との代替性が高い。主たる需要者は
市内の居住者・就労者で一次取得者層である。市中心部からやや外れるが国道２５８号へのアクセスが良く、利便性は概ね
良好である。当国道東側は農地が残っており、小規模分譲が散発的に行われているが、西側は熟成した住宅地域で開発余地
が乏しく、人口は減少傾向にある。市場の中心価格帯は更地で１７００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

8 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

向川原不動産鑑定士事務所

向川原　毅彦



大垣市浅草２丁目４１番１

低層住宅地

一般住宅のほかにア
パート、農地が見ら
れる住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 60 70 30 低層住宅地

-

１住居(60,200)
居住誘導区域

市の人口は減少傾向、高齢化率は上昇傾向。中心市街地における
住宅地需給は改善しているが、それ以外では弱含み傾向が継続し
ている。

熟成した低層住宅団地であり、地域要因に大きな変動は見受けら
れない。

個別的要因に変動はない。

対象基準地は共同住宅地としては規模が小さく、賃貸住宅経営を想定する収益還元法の適用は妥当でないため見送った。一
方、近隣地域周辺では自用の戸建住宅を目的とした取引が中心となっており、市場参加者は取引価格水準を指標として価格
等の取引意思を決定する傾向があり、比準価格の説得力が高い。したがって市場性を反映し精度が高く客観性を有する比準
価格を採用し、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

大垣市南部郊外の熟成した低層住宅地で大きな変動要因はなく当分は現状を維持すると見込まれる。中心市街地から離れて
おり、住宅地として相対的に人気が低く地価水準は下落傾向が継続すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 42,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

42,300

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.3

-1.7

+13.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅南方
6.8km

大垣
6.8km

(8)

西6.2m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域

特にない 基準方位北、６．
２ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

163

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0 ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 180 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

42,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

45,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

106.3 ］

99.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 6月 24日 正常価格

令和 7年 7月 10日令和 7年 7月 1日

6,890,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 42,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

34,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市南部郊外の戸建住宅地域である。主な需要者は市内に勤務する一次取得者層である。近隣地域は熟成し
た戸建住宅地域で住環境は比較的良好であるものの、市の中心市街地からやや距離があり交通利便性が劣っているため宅地
需要は弱含みである。中心価格帯は、土地は２００㎡程度で８００万円内外、新築建売分譲では２，５００万円内外となっ
ている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

9 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

不動産鑑定藤田事務所合同会社

藤田　光一



大垣市笠木町字吉海道３２０番２

低層住宅地

一般住宅のほかにア
パート等も見られる
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 20 100 120 低層住宅地

-

１中専(60,172)
居住誘導区域

物価高騰や金利動向等の先行きに懸念はあるものの、駅徒歩圏
や利便性の高い地域の住宅地需要は比較的安定し、二極化、選
別化が進行。

地域要因については大きな変動は見られず今後とも弱含みに推
移するものと思料されるが、下落幅は縮小傾向にある。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は、共同住宅等も混在するが、一般住宅を中心とした住宅地域であり、取引に際しては自用目的のものがほとん
どである。周辺には節税目的で自己所有地に建てられたアパートなどが散見されるが、収益物件の取引は稀であるため、
収益還元法は非適用とした。従って、実証性を有する比準価格を採用し、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

周辺では総額を抑えた建売住宅の建設が継続して見られ、住宅地域として熟成しつつあるが、大垣市北西部郊外に位置す
る利便性にやや欠ける住宅地域であり、地価はやや下落傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 45,300円／㎡

公示価格 45,200円／㎡

標準地番号 大垣 11-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

大垣駅北西
3.3km

大垣
3.3km

(8)

北4.3m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域内

(60,172)

特にない 基準方位北、４．
３ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道、
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

167

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

45,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.4 -0.2％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 6月 27日 正常価格

令和 7年 7月 11日令和 7年 7月 1日

7,530,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 45,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

36,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、大垣市全域の住宅地域であり、特に価格牽連性が認められるのは、大垣市北西部の住宅地域である。需要
者の中心は市内に居住又は勤務する一次取得者層である。駅、小学校から距離があり、街路条件もやや劣るため住宅地域
としての選好性は高くはなく、取引もやや少ない地域である。土地価格は５００万～９００万円程度、新築戸建住宅は２
０００万～３０００万円程度が取引の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 10－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

10 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　丸山事務所

丸山　正樹



大垣市上石津町上多良字堂之上６６７番１外

低層住宅地

農家住宅を主体とす
る旧来からの住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 100 100 100 低層住宅地

-

「都計外」

旧上石津町内は、人口減少や高齢化に歯止めが掛かっていない。
全般的には均すと、住商の土地需要は回復していない範疇とみる。

上多良地区の人口は微減傾向を脱していない。旧来からの集落地
域であり、地域要因は静態的で、特段の変動はない。

個別的要因に変動はない。なお、道路方位の市場優位性は維持し
ている。

試算価格は比準価格のみである。当地域は、上石津地区南部に存する住宅地域であり、比準価格の試算では、基準地と類似
の取引事例を収集・選択していることから、資料の信頼性は高い。周辺にアパートは皆無で、有効的な賃貸市場は未成立で
あり、経済合理性の観点から、当該地域に賃貸用建物を想定すること自体現実的妥当性を見いだせないため、収益還元法を
非適用とした。よって、市場の実勢を反映した比準価格を採用し、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

山間の旧来からの農家集落地域であることから、地域要因は静態的である。地価は、相対的な地理的位置、客観的な地価水
準等から横ばい程度で推移しているものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 4,900円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

関ケ原駅南方
13km

関ケ原
13km

(8)

南3.7m市道

「都計外」

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、３．
７ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

651

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

30.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 600  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

4,900 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 7月 1日 正常価格

令和 7年 7月 10日令和 7年 7月 1日

3,190,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 4,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、旧上石津町及び周辺市町の既成農家集落地域が主体と判定する。需要者の中心は、上石津地区に地縁性を持
つ個人と言い得る。また、近接する国道は、三重県いなべ市等と連絡する基幹道路であり、その繋がり、影響を有効的に認
識する。当地域は、段丘上の旧来からの農家集落地域で、地縁性、閉鎖性を認め、需給関係は静態的に推移している。取引
は散発的なことから、中心価格帯を見いだすことはできなかった。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 11－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

11 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

寺崎不動産鑑定事務所

寺崎　博男



大垣市上石津町牧田字上野２５４２番外

低層住宅地

中規模住宅を主体と
する既成住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 150 30 50 低層住宅地

-

「都計外」

旧上石津町内は、人口減少や高齢化に歯止めが掛かっていない。
全般的には均すと、住商の土地需要は回復していない範疇とみる。

地域要因は静態的で、特段の変動はない。地域の南東方に位置す
る牧田小学校の跡地活用は、優先交渉権者が選定された。

個別的要因に変動はない。

試算価格は比準価格のみである。周辺は、賃貸物件は殆ど見られず、賃貸市場の成熟度は低い。よって、経済合理性の観点
から収益用の想定は現実と言えず、収益還元法の適用を見送った。比準価格の試算では、基準地と類似の取引事例を収集・
選択していることから、資料の信頼性は高い。よって、取引市場の実態を適切に反映し、有用な比準価格を採用し、鑑定評
価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

古くから交通の要衝で、熟成した住宅地域である。東海環状自動車道との関連が認識でき、それの延伸・開通に伴い、利便
性の向上が持続している。それを反映して、地価は今後も堅調に推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 10,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

関ケ原駅南東方
4.9km

関ケ原
4.9km

(8)

北東3.3m市道

「都計外」

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、３．
３ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

430

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 17.0  ｍ、　規模 400  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

10,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 7月 1日 正常価格

令和 7年 7月 10日令和 7年 7月 1日

4,390,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 10,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、概ね旧上石津町及び周辺市町の既成住宅地域と認識する。需要者の中心は、地縁性を持つ個人と言い得る。
取引は少なく地域要因は静態的であるが、当地域は上石津地区の中でも利便性、快適性が最も良好な地域であり、需給の顕
在化は強くないもの、将来動向等から地価水準は堅調に推移している。取引は散発的なことから、中心価格帯を見いだすこ
とはできなかった。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 12－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

12 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

寺崎不動産鑑定事務所

寺崎　博男



大垣市楽田町３丁目３７番１

低層住宅地

一般住宅のほかにア
パ－ト、農地等が見
られる住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北45 50 100 70 低層住宅地

-

１中専(60,200)

人口は微減、高齢化は緩やかに進行。土地取引件数は概ね横ばい、
住宅着工数は物価高等から減少傾向。住宅市場は東部及び北部が
堅調。

近隣地域周辺で分譲住宅の建設が見られるなど、住宅地としての
熟成度を徐々に増している。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は中規模一般住宅を主体とする住宅地域であり、取引は利便性や居住性に着目した自用目的のものが大半を占める。
試算では周辺住宅地等の５事例を採用して実証性を有する比準価格を求めた。一方、当地域は収益性の追及が可能な地域で
あるが、対象基準地が手狭なため収益価格は求めなかった。本件では指標性に優る比準価格を標準にして、代表標準地との
価格均衡もはかった上で、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

市内には競合する住宅地が多い中で、周辺ではミニ開発による宅地開発が散見され、住宅地としての熟成度を緩やかに増し
ている。近隣地域は今後当分の間は同様に推移し、地価は横ばいで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 54,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

54,300

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+2.6

+22.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅北東
2.5km

大垣
2.5km

(8)

西6m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域外

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

176

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 170  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

54,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

68,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

125.2 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 6月 23日 正常価格

令和 7年 7月 10日令和 7年 7月 1日

9,560,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 54,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

43,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は当市北東部ないし北部等の住宅地域と思料する。主な需要者は市内居住の１次取得者で、市外からの転入者も
見込まれる。近年はインターネットの普及によりユーザーの選択肢が広がり、市内に競合する住宅地は多い。近隣地域は緩
やかに熟成度を増しているが、当地域が所在する中川小校区は市内の人気地区であり、地価は横ばいないし上昇に転じてい
る。土地（６０坪）の中心価格帯は１１百万円前後、建売分譲は２４～３０百万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 13－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

13 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社中園不動産鑑定所

中園　真一



大垣市恵比寿町北５丁目７番２外

低層住宅地

一般住宅を中心にア
パートも見られる住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北25 140 100 80 低層住宅地

-

１住居(60,200)
居住誘導区域

大垣市の総人口は県平均値と比べて緩やかながら減少傾向が続く。
市内の土地取引件数は比較的安定している。

成熟した住宅地域で、地域要因に大きな変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は一般住宅を中心とした住宅地域であり、周辺市場では戸建住宅用地等の自用目的での取引が多い。収益還元法に
ついては画地規模がやや小さい点から低位に求められた。従って、市場の実態を反映した比準価格を採用し、収益価格は参
考程度に留め、更に周辺住宅地域の地価動向も踏まえて鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｓ３

当該地域は市街地周辺の成熟した住宅地域で、将来的にも大きな変動はないものと思われる。価格水準に割安感も出てきて
おり、当面の地価は安定的に推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 68,000円／㎡

公示価格 68,000円／㎡

標準地番号 大垣 5-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

大垣駅南東方
2km

大垣
2km

(8)

北6m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域内

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

252

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.5  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

68,000 円／㎡

23,800 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 6月 23日 正常価格

令和 7年 7月 11日令和 7年 7月 1日

17,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 68,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

54,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は市内中心部周辺の住宅地域を含む一帯である。需要者は、市内居住者及び市内通勤者等の一次取得者が中心で
ある。周辺地域は市街地外縁にある成熟した良好な住宅地域であり、土地需要は比較的安定して見られる。取引の中心価格
帯は、土地のみで１０００万～１５００万円程度、新築戸建住宅で２７００万～３３００万円程度と把握する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 14－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

14 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

東和コンサルタント株式会社

廣瀬　啓司



大垣市矢道町２丁目５５７番外

低層住宅地

中規模農家住宅を主
体に農地も見られる
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北200 40 40 160 低層住宅地

-

「調区」(60,200)

大垣市の人口は継続して微減傾向にあるが、岐阜県全体に比べ減
少率は低い。また、高齢化率は、県全体より低いが、上昇傾向に
ある。

特段の地域要因に変動はない。

個別的要因に変動はない。

比準価格は価格牽連性が強いと判断される市内の市街化調整区域内宅地の事例を採用しており、市場の実態を反映している。
なお、原則市街化調整区域内において貸家住宅の建設は不可のため、収益還元法は適用しなかった。よって、市場の実態を
反映した比準価格を採用して、地価公示標準地との検討を踏まえて、鑑定評価額を上記の如く決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は市街化調整区域内の住宅地域のため、公法規制等により、今後も当分の間は現状維持程度と予測される。なお、
長期的な下落から値頃感も見られ、当面の地価は安定的に推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 17,600円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

17,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 7

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.5

-0.4

+40.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

垂井駅東方
3.5km

垂井
3.5km

(8)

南5m市道､三方路

「調区」
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域外

(70,200)

特にない 基準方位北、５ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

729

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 28.0  ｍ、　規模 700  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

17,600 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

24,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

137.3 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

+1.0

+1.0

-2.0

方位

三方路

不整形

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 7月 2日 正常価格

令和 7年 7月 11日令和 7年 7月 1日

12,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 17,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市内の住宅地域で、特に価格牽連性が強いのは市街化調整区域内の住宅地域。需要者の中心は大垣市に地
縁性を有する個人層。当該地域は大垣市西部の農家住宅を主体とする集落地域で、新規参入者は少なく、静態的に推移して
いる。なお、土地利用の規制から、需要を喚起する不動産開発は見られず、土地需要は依然として低迷している。ただし、
当該地域を含む大垣市西部の集落地域は、長らく続いた地価下落から、値頃感も見られ始めている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 15－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

15 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

有限会社　横幕不動産鑑定事務所

横幕　輝俊



大垣市東町２丁目１３３番１

低層住宅地

中規模一般住宅が多
い郊外の新興住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 60 40 30 低層住宅地

-

１中専(60,200)
居住誘導区域
地区計画等

大垣市の人口減少率は県平均よりも低い。高齢化率は県全体より
低いが上昇傾向にある。令和６年の土地取引件数は前年並みであ
った。

特段の地域要因の変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

本件では比準価格のみを得た。比準価格は実際に生起する取引を基に算出されており、実証性に優れる。また、当地域及び
周辺地域において賃貸物件は見受けられるものの、取引は自己利用目的で行われており、市場の特性に最も適合した手法は
市場の実勢を表す取引事例比較法である。比準に際しては代替性の高い事例を採用し、説得力のある価格が得られた。よっ
て本件では比準価格を採用し、代表標準地との規準価格も踏まえ、鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

周囲に小規模分譲等が比較的活発に行われている住宅地域であり、宅地利用が漸増しつつある。地価については強含みにて
推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 54,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

54,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-0.5

+2.9

+21.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅東方
3.5km

大垣
3.5km

(8)

西6.5m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域

特にない。 基準方位北、６．
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

254

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

55,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

68,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.3％ ％

123.9 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 7月 3日 正常価格

令和 7年 7月 10日令和 7年 7月 1日

14,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 55,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

42,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市中心部及びその周辺の住宅地域で、主たる需要者は市内の居住者・就労者である。当地域は地区計画が
策定されており、街区が整然とした居住環境の良好な住宅地域である。小学校や商業施設に近く、利便性も優れており、需
要は堅調で、小規模分譲等が行われて取引は比較的多い。比較的高位な価格での成約や中古建物付きの取引もしばしば見ら
れる。市場の中心価格帯は更地で１５００万円前後、新築住宅付きで３０００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 16－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

16 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

向川原不動産鑑定士事務所

向川原　毅彦



大垣市郭町３丁目２５番

中層店舗併用住宅地

中層ビル、店舗併用
住宅等が建ち並ぶ商
業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 60 20 50 中層店舗併用住宅地

-

商業(100,500)
防火

都市機能誘導区域

物価高騰や金利動向等の先行きに懸念はあるものの、駅徒歩圏
や利便性の高い地域の住宅地需要は比較的安定し、二極化、選
別化が進行。

大垣駅南前地区再開発は２０２９年度完成を目指し進行中。大
垣駅周辺中心市街地商業地では、更地物件を中心に、高額な取
引も目立つ。

個別的要因に変動はない。

比準価格は、大垣市中心部の商業地取引を中心に採用したが、地域の特性を適切に反映して試算した。一方、近隣地域は
中層ビル、店舗併用住宅等が建ち並ぶ商業地域であるが、テナント需要が弱く、土地価格に見合う賃料水準が形成されて
いないため、収益価格はやや低位に試算された。以上の結果、市場の実態を適切に反映している比準価格を標準に、収益
価格を比較考量し、代表標準地との検討も踏まえ、上記の通り鑑定評価額を決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｓ３

地域要因に特段の変化は認められないが、大垣駅周辺は、発展傾向にあり、当基準地周辺も一定の繁華性が保たれており、
地価は安定的に推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 103,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

104,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 9

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-0.4

+16.8

+5.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅南
950m

大垣
950m

(8)

北30m県道

商業
(80,500)
防火

（その他）　　　　
居住誘導区域内

(100,500)

特にない ３０ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道、
ガス、
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

149

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 160  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

106,000 円／㎡

60,700 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

125,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.0％ ％

122.1 ］

101.6［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 6月 27日 正常価格

令和 7年 7月 11日令和 7年 7月 1日

15,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 104,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

83,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、ＪＲ大垣駅徒歩圏内の商業地域を中心に当市の市街地の商業地である。需要者は、地元事業者を中心に全
国展開を図る店舗経営者等である。駅南側の商業地域は、小規模店舗が多く、経営の厳しい店舗も多いが、一定の繁華性
を維持しつつ、現状維持で推移している。店舗用地は、事業用借地権の活用が主流で、商業地取引は依然低い水準にある。
需要者の属性や規模により取引価格はまちまちであり、取引の中心となる価格帯を見出すことは困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　丸山事務所

丸山　正樹



大垣市桐ケ崎町９３番

低層事務所地

店舗、事務所が多く
一般住宅も混在する
商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 30 50 100 低層事務所地

-

商業(90,400)
準防

都市機能誘導区域

大垣市は人口減少、高齢化が進んでいる。また、材料や人件費の
高騰等により小規模事業者の収益性が悪化している。

駅前百貨店跡地の再開発計画が進みつつあるが、地域要因に特段
の変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

比準価格は大垣駅南側の徒歩圏内の事例を中心に採用しており、市場の実態を反映した実証的な価格である。収益価格は収
益性の観点から求めた論理的な価格であるが、賃貸需要がやや弱く収益性の把握が困難なため相対的な規範性は低い。本件
では、実証的な比準価格を重視しつつ、収益価格を勘案して、代表標準地との検討を踏まえ、更に単価と総額との関連にも
留意の上、鑑定評価額を決定した。

［

［

事務所
Ｓ３

駅前百貨店跡地の再開発計画が進みつつあるなど期待感が高まっている。需要は底堅く、地価は当面は上昇で推移するもの
と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 95,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

97,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 9

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.0

+8.5

+12.0

+2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅南西方
600m

大垣
600m

(8)

東11m市道

商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　
都市機能誘導区域

(90,400)

特にない １１ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

247

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

16.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

100,000 円／㎡

69,600 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

125,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+2.3％ ％

130.1 ］

101.6［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

ない

　補正

正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 6月 21日 正常価格

令和 7年 7月 10日令和 7年 7月 1日

24,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 97,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

77,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市及び周辺市町の駅徒歩圏に位置する商業地域が中心である。需要者は、事務所、店舗、営業所等を経営
する法人等様々である。大垣駅南側は駅前百貨店跡地の再開発計画が進みつつあるなど期待感が高まっている。当該地域は
立地条件が特に良好な商業地であり需要は比較的堅調である。中心となる価格帯は規模によりまちまちであるため見いだせ
ない。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

2 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

西濃不動産鑑定合同会社

杉山　淳



大垣市安井町２丁目１７番１

低層店舗兼事務所地

小売店舗、営業所の
多い路線商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 150 50 30 低層店舗兼事務所地

-

近商(90,300)
都市機能誘導区域

大垣市の人口は減少傾向にあり、全般的な土地需要はやや弱いが、
大垣駅周辺の利便性の高い地域では、土地需要は堅調に推移して
いる。

交通量が多いことから、一定の需要は認められるが、地域要因に
は大きな変動はない。

個別的要因に変動はない。

当地域は、幹線道路沿いの路線商業地域であるが、賃料水準はやや低く、賃貸物件を建築することを想定して求めた収益価
格は低位に求められた。また、商業地の収益力が低迷する中、取引価格の水準を指標に価格が決定される傾向にある。よっ
て、市場の実勢を反映した比準価格を重視し、収益価格を参酌し、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとお
り決定した。

［

［

事務所
Ｓ３

商業集積には特段の変化は認められないが、大垣市中心部の路線商業地域であり、一定の需要が見込まれる。地価は概ね安
定的に推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 82,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

81,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 9

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+0.3

+25.5

+15.0

+7.1

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅南東方
2.5km

大垣
2.5km

(8)

南22m県道

近商
(80,300)

（その他）　　　　
都市機能誘導区域

(90,300)

特にない ２２ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

380

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0 ｍ、　奥行　約 27.0  ｍ、　規模 380 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

82,600 円／㎡

30,200 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

125,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.5％ ％

155.0 ］

101.6［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 6月 20日 正常価格

令和 7年 7月 10日令和 7年 7月 1日

31,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 81,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

65,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、大垣市及び隣接市町の幹線道路沿いを中心とする商業地域である。需要者は、地元企業のほか、チェーン展
開する沿道サービス業者である。市の中心部に存する幹線道路沿いの地域であり、商業集積に大きな変化は無いが、一定の
需要が認められ、需給関係は概ね安定的に推移している。取引の属性及び規模は様々であり、中心価格帯を見いだすことは
できなかった。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 3－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

3 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

オオタカンテイ

太田　洋一



大垣市墨俣町墨俣字法蔵寺１０８６番１

低層店舗地

中小規模の店舗、事
業所の他、住宅も混
在する路線商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北65 120 25 0 低層店舗地

-

近商(90,200)
都市機能誘導区域

当市の人口は微減傾向で高齢化率は県全体を下回る。土地取引件
数及び新設着工戸数は概ね横ばいで推移している。

地域要因に目立った変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

周辺に店舗兼住宅建物も見られるが、総じて自用目的による取引が多く、得られた収益価格の規範性は劣る。一方比準価格
は価格牽連性を有する複数の取引事例から得られたものであり実証的である。よって、市場の実勢を反映した比準価格を重
視し、収益価格を参酌して、代表標準地との検討も踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗兼住宅
ＲＣ３

当市東部にある主要幹線道路の一つで店舗や住宅の他、売地も多く見られる。今後も現状維持にて推移すると予測する。地
価水準はやや弱含み基調にて推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 46,700円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

44,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

羽島 4

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.6

+17.4

0.0

+7.2

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

穂積駅南西
4.8km

穂積
4.8km

(8)

北12.5m県道､背面道

近商
(80,200)

（その他）　　　　
都市機能誘導区域

(90,200)

特にない １２．５ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

509

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 35.0  ｍ、　規模 500  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

47,200 円／㎡

20,200 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

53,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.9％ ％

129.1 ］

101.1［ ］ 105.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

+5.0二方路

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 7月 1日 正常価格

令和 7年 7月 10日令和 7年 7月 1日

23,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 46,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は当市東部の路線商業地域を中心に背後の住宅地も含む。主たる需要者は事業者や法人、個人で圏域の内外に及
ぶ。比較的交通量の多い路線商業地域で最寄店等も見られるが、集積の程度はさほど高くはない。事業用の取引が少ないた
め商業利用を前提とした需給はやや弱く、需要の中心価格帯を見出すのも困難な状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 4－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

4 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　伊藤事務所

伊藤　晃宏



大垣市高屋町３丁目２８番

中層事務所付共同住宅地

中層ビル、店舗等の
多い商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 80 35 50 中低層事務所付共同住宅地

-

商業(100,500)
準防

都市機能誘導区域

当市の人口は微減傾向で高齢化率は県全体を下回る。土地取引件
数及び新設着工戸数は概ね横ばいで推移している。

駅南側エリアにおける再開発計画が進みつつある。

個別的要因に変動はない。

既存の中古ビルも多く、十分に収益獲得が可能な物件は少ないと思料されるが、駅近くの商業地域にあって収益性の多寡を
検討する需要者も少なくないことから、収益価格は一定の規範性を有している。一方比準価格は周辺の取引事例から試算さ
れた実証的な価格で、主たる需要者の意思決定に際し重視され得る価格として説得力を有する。よって比準価格を標準に収
益価格を関連付け、公示価格を規準とした価格との均衡に留意して鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗、事務所兼住宅
Ｓ６

中層店舗ビルやホテル等が混在する駅南側の商業地域で、周辺の再開発計画等に伴い、土地利用が緩やかに進展しつつ推移
すると予測する。地価水準はやや上昇基調にて推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 124,000円／㎡

公示価格 125,000円／㎡

標準地番号 大垣 9-5

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

127,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+2.2

+3.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+0.7

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅南東
300m

大垣
300m

(8)

北25m市道

商業
(80,500)
準防

（その他）　　　　
都市機能誘導区域

(100,500)

特にない ２５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

364

( )

⑨法令上の規制等

1:3

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 30.0  ｍ、　規模 360  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

129,000 円／㎡

50,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

136,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+2.4 +1.6％ ％

107.4 ］

101.1［ ］ 100［ ］

100.7［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 7月 1日 正常価格

令和 7年 7月 10日令和 7年 7月 1日

46,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 127,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

100,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は駅南側周辺の普通商業地域を中心に、周辺の既成商住混在地域も含む。主たる需要者は資本力を有する個人、
事業者、法人等で圏域の内外は問わない。周辺では近年旧ビルの解体等が増えている。市街地再開発の動きもあり、今後に
おける新たな土地利用が期待される。なお市場の中心となる価格帯は土地のみで坪当たり約４０万円～４５万円程度と推定
する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 5－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

5 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　伊藤事務所

伊藤　晃宏



大垣市林町５丁目１２番１外

中低層店舗兼事務所地

店舗、中層ビル等が
混在する駅に近い商
業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 0 100 20 中低層店舗兼事務所地

-

商業(100,400)
準防

都市機能誘導区域

大垣市の人口は減少傾向にあり、全般的な土地需要はやや弱いが、
大垣駅周辺の利便性の高い地域では、土地需要は堅調に推移して
いる。

一定の繁華性を有する商業地域であるが、地域要因に特段の変動
はない。

個別的要因に変動はない。

当地域は、駅に近い商業地域であるが、賃料水準はやや低く、賃貸物件を建築することを想定して求めた収益価格は低位に
求められた。また、商業地の収益力が低迷する中、取引価格の水準を指標に価格が決定される傾向にある。よって、市場の
実勢を反映した比準価格を重視し、収益価格を参酌し、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗
Ｓ１

商業集積には特段の変化は認められないが、駅に近い商業地域であり、安定的な需要が見込まれる。地価はやや強含みで推
移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 126,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

127,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 9

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+0.4

+0.3

+4.0

+2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅北方
400m

大垣
400m

(8)

西20m県道､南側道

商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　
都市機能誘導区域

(100,400)

特にない ２０ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

280

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0 ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 300 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

129,000 円／㎡

60,200 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

125,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.8％ ％

106.8 ］

101.6［ ］ 107.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

+7.0角地

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 6月 20日 正常価格

令和 7年 7月 10日令和 7年 7月 1日

35,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 127,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

95,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、大垣市中心部の商業地域で、特に価格牽連性が高いのは、ＪＲ大垣駅周辺の商業地域である。需要者は、地
元企業のほか、チェーン展開する法人等である。周辺には大型商業施設が立地する商業繁華性が高いエリアであり、大垣駅
からの人の流れも良いことから、需給関係は堅調に推移している。取引の属性及び規模は様々であり、中心価格帯を見いだ
すことはできなかった。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 6－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

6 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

オオタカンテイ

太田　洋一



大垣市今宿５丁目１１番１

低層店舗住宅併用地

幹線道路沿いに店舗
等が建ち並ぶ路線商
業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北200 200 50 30 低層店舗住宅併用地

-

準工(60,200)
地区計画等

都市機能誘導区域

景気は緩やかな回復傾向にあって、企業の設備投資なども増加し
てきている。物価高・資源高が続いており、先行きに注意を要す
る。

地域要因に大きな変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

周辺では自用の中型店舗が中心であり、賃貸については定期借地が散見されるが、事業者向け賃貸市場の成熟度はあまり高
くはない。よって本件では市場の実態を反映した比準価格を重視し、収益価格を参酌して、代表標準地との均衡にも留意し
て鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

診療所
Ｗ２

当該地域は市街地周辺の路線商業地域で、将来的にも大きな変動はないものと思われる。新規店舗の進出等はあまり見られ
ず、当面の地価は弱含み基調で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 74,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

72,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 9

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.3

+24.9

+25.0

+10.3

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅南東方
2.1km

大垣
2.1km

(8)

南16m市道

準工
(60,200)

（その他）　　　　
地区計画等

都市機能誘導区域

特にない １６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

760

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 30.0  ｍ、　規模 750  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

74,500 円／㎡

32,800 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

125,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.4％ ％

174.4 ］

101.6［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 6月 23日 正常価格

令和 7年 7月 11日令和 7年 7月 1日

56,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 73,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

59,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は市内の幹線道路沿い等の路線商業地域を含む一帯である。需要者には沿道型店舗を展開する大手チェーンのほ
か、地元法人も見られる。周辺地域は市内中心部にほど近い路線商業地域で、店舗集積度に変化は見られない。また昨今の
新規店舗は事業用定期借地などを利用したものが多く、幹線道路沿いでの土地取引はあまり多くは見られず、取引の中心と
なる価格帯を把握することは困難な状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 7－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

7 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

東和コンサルタント株式会社

廣瀬　啓司



大垣市林町７丁目字薮下６８１番１

低層店舗地

小売店舗、飲食店舗
等が建ち並ぶ路線商
業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 30 160 250 低層店舗地

-

準住居(70,200)
居住誘導区域

大垣市の人口は継続して微減傾向にある。なお、既存商業地の店
舗は大型商業施設、ネット通販と競合状態にある。

交通量に変化はなく、店舗等の連坦性は維持されている。

個別的要因に変動はない。

当該地域は本来収益性を志向する商業地域であるが、不動産取引は自用目的が中心で、賃貸収益を目的に市場参加するもの
は少ない。比準価格は同一路線上の事例を含む価格牽連性が強い市内の商業地事例を採用しており、市場の実態を適正に反
映できたと思料する。よって、実証的な比準価格を重視して、収益価格を参酌して、さらに代表標準地との検討を踏まえて、
鑑定評価額を上記の如く決定した。

［

［

店舗
Ｗ２

当該地域は中心市街地の幹線道路沿いの商業地域で、交通量、店舗の連坦性に変化はなく、今後も繁華性に大きな変化はな
いものと予測される。なお、今後の地価は概ね堅調に推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 73,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

73,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 9

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+16.8

+31.0

+12.4

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅北東方
1.2km

大垣
1.2km

(8)

東25m国道

準住居
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域内

(70,200)

特にない ２５ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

472

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 500  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

75,000 円／㎡

41,900 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

125,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.3％ ％

172.0 ］

101.6［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 7月 2日 正常価格

令和 7年 7月 11日令和 7年 7月 1日

34,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 73,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

59,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市内の商業地域で、特に価格牽連性が強いのは市内の幹線道路沿いの商業地域。需要者の中心は大垣市内
に地縁性を有する法人又は個人事業者で、全国・地方展開するロードサイドビジネス業者も含まれる。当該地域は市中心市
街地の国道沿いの商業地域で、背後住宅地では地価が上昇傾向にあることから、値頃感が見られる。また、交通量に大きな
変化はなく、繁華性は維持しており、今後も市内での商業地として地位は維持するものと予測される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 8－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

8 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

有限会社　横幕不動産鑑定事務所

横幕　輝俊



大垣市久瀬川町７丁目５番８

大工場地

既成市街地の中に大
規模工場等の建ち並
ぶ工業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 230 60 200 大工場地

-

工業(70,200)

岐阜県は工場立地の件数・面積とも全国上位を占める。企業の投
資意欲は旺盛で工場建設が相次ぎ、西濃地区の工業地価を押上げ
ている。

近隣地域は市街地に所在する大工場地域で、特段の変動要因は見
当たらず、安定的に推移している。

個別的要因に変動はない。

当市の大規模工場は自社工場が大半であり、一方、賃貸市場における貸工場は１００坪程度の小規模なものが大半である。
したがって、対象基準地に収益モデルを想定することは困難であり実態に合わないため、収益還元法は非適用とした。本件
では比準価格のみ試算したが、比準価格は実際の成約事例から試算して客観性を備え妥当と判断した。本件では比準価格を
標準とし、代表標準地との秤量的な検討も加えて、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

工場

当市を代表するメーカー２社の新工場の建設など、製造業の投資意欲は依然旺盛で工場地需要は堅調に推移している。こう
した中で近隣地域の地価は、今後も当分の間は上昇基調が続くものと思料する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 32,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

33,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 2

代表標準地 標準地

9

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.3

+2.5

-15.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅南西
2.9km

大垣
2.9km

(8)

東11m市道､三方路

工業
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域外

(70,200)

特にない １１ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

21,722

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

100.0  ｍ、　奥行　約 200.0  ｍ、　規模 20,000  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

33,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

28,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+2.2％ ％

89.1 ］

102.4［ ］ 103.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 7 令和 7年 7月 14日　提出

宅地-1

+3.0三方路

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 7年 1月]

令和 7年 6月 23日 正常価格

令和 7年 7月 10日令和 7年 7月 1日

721,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 33,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

26,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は西濃地区等に所在する大工場地域と思料する。主な需要者は製造業等の上場企業で、一部に地元の有力企業も
見込まれる。製造業が盛んな中部地区は、元来工場地需要が底堅く、岐阜県は工場用地の立地件数・面積とも、近年全国上
位を占めている。市内の半導体関連・自動車部品等の製造業の投資意欲は旺盛で、工場地価を押上げている。こうした中で、
当市市街地に所在する大工場地の中心価格帯は概ね坪１０万円前後と思われる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 1－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －9

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社中園不動産鑑定所

中園　真一


